
実施要項の標準例改正案 

１．従来の実施状況に関する情報の開示の整理 

○民間競争入札に使用する「従来の実施状況に関する情報の開示」を追加

○民間競争入札の場合の委託費の内訳の記載を例示

【施設】資料 5-1-1 55 頁～65 頁 【試験】資料 5-1-2 34 頁～45 頁

【統計】資料 5-1-3 24 頁～37 頁 【ＯＡ】資料 5-1-4 25 頁～33 頁

２．民法（債権関係）の改正（令和２年４月１日施行）に伴う見直し 

○法定利率の引下げ（５％→３％）

契約解除の違約金（100 分の 10）の延滞金の利率５％を３％へ引下げる

【施設】資料 5-1-1 47 頁 【試験】資料 5-1-2 27 頁 

【統計】資料 5-1-3 17 頁～18 頁 

○「瑕疵担保責任」から「契約不適合責任」へ

「瑕疵」と言う用語については、「契約の内容に適合しないもの」を意味する

ものとして表現が改められた

【ＯＡ】資料 5-1-4 18 頁 

３．施設研究会の報告書に関する記載 

○「新技術の導入による施設の管理・運営業務の改善に関する研究会」で検討

された新技術の導入に関する追記

【施設】資料 5-1-1 1 頁～2 頁

４．その他の改正 

○新元号の制定に伴う改正

平成 → 令和

○消費税率の変更に伴う改正

入札書に記載する入札金額（108 分の 100 に相当する金額）を 110 分の 100

に改正

【各標準例共通】 
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